
(Ａ)-(Ｂ)

べき財源

(Ｃ)-(Ｄ)

(F)+(G)+(H)-(Ｉ)

(L) (M)   月額  (M)/(L)

32,618千円 510,077千円有

有

被保険者一人当り費用

保 険 税 調 定 額

被 保 険 者 数

7人

保 険 税 調 定 額

489,371円

加 入 世 帯 数

132,522円

6,719人

一 世 帯 当 り

7人下 水 道

普通会計から
の有無

国
保
会
計
の
状
況

被 保 険 者 一 人 当 り

公
営
企
業
の
状
況 84,219円

収 支 額

実質公債費比率

職員数

議 会 議 長

議 会 副 議 長

-円

-千円 -円

238人

上 水 道 36,409千円15,019千円

275,229千円

4,270世帯

の繰入額　　
事 業 名 職員数

普通会計からの繰入額
収 支 額

千円 千円 ％
4,356,202 4,152,831 -

実 質 赤 字 比 率
健
全
化
判
断
比
率

将 来 負 担 比 率
13,784,297

千円

千円

8,585,702

14,778,996

基 準 財 政 需 要 額

標 準 税 収 入 額 等

歳 入 一 般 財 源 等

％
(Ｊ) ▲ 181,627 ▲ 175,578 10.5

公 債 費 負 担 比 率
実 質 単 年 度 収 支 千円 千円

9 積 立 金 取 崩 し 額 千円 千円

千円

千円 千円

8,443,628

10

基 準 財 政 収 入 額

9,908,886

財 政 力 指 数
(Ｉ) - 433,000 0.512

単 年 度 収 支

8 繰 上 償 還 金 千円 千円 千円標 準 財 政 規 模
(Ｈ) - -

千円 千円 ％

千円 千円うち(a)-(b) 千円

千円

千円

7,318 2,437,481

千円
789,483 1,221,139 229,704

うち
減 債 基 金

23,395,404

その他特定目的基金

(翌年度以降支出予定額)

千円

千円
67,539

千円 千円
857,022 1,228,457

翌年度へ繰り越す うち
財政調整基金

令和3年度令和4年度 令和3年度 令和4年度

千円
203,728

千円3
(Ｃ)

歳 入 歳 出 差 引 額
現 在 高 合 計

積
立
金
現
在
高

市 町 村 類 型

4年度交付税
種 地 区 分

4
(Ｄ)

Ⅰ－２

決 算 状 況 ふ り が な し ん じ ょ う し
Ⅰ－２

（決算カード） 市 町 村 名 新 庄 市

11,311人R5.3.31 現在
33,123人

62.1％

令和2年

区　　分

増減率
60.4％

9.0％ 28.9％

11,127人1,779人

令 和 4 年 度
都道府県名 山 形 県

コ ー ド 番 号 ０ ６ ２ ０ ５ ７

5,083人33,756人

増減率
27.6％

1,628人 5,264人

155人
就
業
人
口

人　口　密　度

令和2年国調
平成27年国調

令和2年国調

36,894人

▲6.7％ ▲1.9％

24,623,861

12,857世帯 9.7％

千円 千円 千円

第 ３ 次
人　　　　　口 住民基本台帳人口

産　　業　　構　　造

区　分

面　　　　　積

222.85k㎡

国
勢
調
査

世　　帯　　数
R4.3.31 現在

第 １ 次 第 ２ 次

1

2

区　　分

20,608,121(Ａ)
地 方 債 現 在 高

平成27年

34,432人

ご み 処 理 し 尿 処 理 消 防

後 期 高 齢 者 医 療

(Ｂ)

歳 入 総 額

歳 出 総 額

教育研究センター へ い 獣 処 理

指 定 団 体 の 状 況 低 開 発 地 域 特 別 豪 雪 地 域

救 急

退 職 手 当事務の共同処理の状況 消 防 補 償 等

積 立 金

(a) (b)5 実 質 収 支
(Ｅ)

▲ 431,656 ▲ 122,599
6

(Ｆ)

連 結 実 質
赤 字 比 率

％
-

％

7
(Ｇ) 250,029 380,021

実 質 収 支 比 率
8.0

16,693,348

6,122,972

千円

5,511,247 5,242,116

千円

千円 千円 債 務 負 担 行 為 額
19,751,099

％

283,137

5,110,266

1,567,452

千円

千円

千円

千円

17,206,897

％
19.3

千円
215,383

千円
3,327,431

9.4

％
-

％

920,000円

％
2.0

3,455,787

％
12.1

千円
10,091,878

0.517

H6.10.1

-

448,000円

市 長

副 市 長

教 育 長

区　　　分

700,000円

590,000円

H6.10.1

366,000円

H26.4.1

392,384円

395,000円

308,506円73,425千円

-千円

議 会 議 員

H26.4.11,570千円

消 防 職 員

H6.10.1

一 般 職 員
うち技能労務職

一　　般　　職　　員　　等（R5.4.1現在）

区　　　分

307,072円71,855千円

給 料 月 額 一人当り支給

7.1

3,294千円

合　　　計

法適用

234人

9人

4人

-人

-人

教 育 公 務 員

臨 時 職 員

※分類不能産業
を分母に含む

461,532千円

一人当り給料
( 報 酬 ) 月 額

改 定 実 施
年 月 日

370,000円

H26.4.1

％
7.1

特　別　職　等（R5.4.1現在）



市　　　　　　　　　　税

8.4/100

適　　用　　税　　率　　の　　状　　況（R5．4．1現在）

1.0 固 定 資 産 税

法 人 税
割

市

民

税

個

人

分

1,388,725 7.1

364,724

- 

- 

50,000円

均 等 割 ～

4,450,436

4,450,436

構成比 一般財源等決  算  額

2,079,135

区　　分

2,846,17930.5

171,311 0.9 171,110

4.2 826,267

0.8

合　　計 20,608,121 100.0 9,921,427 100.0

うち臨時財政対策債 160,216

積 立 金特 別 1,080,816 5.2

1,230,557

7.4 1,132,176

目　　的　　別　　歳　　出

合　　計 19,751,099

2,762,831 14.0

- -

10.4

99.0 21.0 95.8

1,048,859

％

固定資産税

％

対する比率

98.7

市 民 税 99.2 17.7 97.2

％
均 等

割
3,500円

市

民

税

法

人

分所 得
割

標準税率に

100.0 12,927,275

徴

収

率

区　　分 現年度課税分 滞納繰越分 合　　　計

22.9 94.3

市 税 合 計

- - -

合　　計 4,652,483 100.0 1.2 62,087 合　　計 19,751,099

諸 支 出 金

26,728

公 債 費 1,510,692 7.6 1,449,239

10.5 1,399,006

目 的 税 計 208,273 4.5 3.0 - 災 害 復 旧 費 28,039 0.1

657,599 3.3 643,614

都 市 計 画 税 208,273 4.5 3.0 - 教 育 費 2,066,673

入 湯 税 - - - - 消 防 費

563,869

普 通 税 計 4,444,210 95.5 1.1 62,087 土 木 費 2,671,493 13.5 1,750,423

4.3 447,087

特別土地保有税 - - - - 商 工 費 1,525,960 7.7

41,380 0.2 9,976

鉱 産 税 - - - - 農 林 水 産 業 費 848,775

市 た ば こ 税 378,898 8.1 6.2 - 労 働 費

軽 自 動 車 税 131,571 2.8 4.9 - 衛 生 費129,631 1,013,663

14.3 2,606,381

固 定 資 産 税 2,114,458 45.5 3.6 - 民 生 費 6,020,580

法 人 分 348,125 7.5 ▲ 5.7 62,087 総 務 費 2,819,872

千円 ％ 千円

個 人 分 1,471,158 31.6 ▲ 2.1 - 議 会 費市 民 税

千円 ％ ％ 千円

1,559,913

千円

317,033

区　　分 決  算  額 構成比 増減率
超過課税分
収 入 済 額

基準税額

9,464,250 93.9

減収補填債（特例分）及び

臨時財政対策債除く (95.4)

100.0

953,819

うち減収補てん債特例分 - -

4.6 13,563

地 方 債 920,616 4.5

諸 収 入

-

0.1

繰 越 金 608,457 3.0

26,728

繰 入 金 442,280 2.1

失業対策事業費 0 -

29,066

寄 附 金 1,105,068 5.4

災害復旧事業費 28,039 0.1

167,900

財 産 収 入 273,287 1.3 5,886 0.1

（県事業負担金） 111,966 0.6

20,813

県 支 出 金 1,431,798 6.9

（ 単 独 事 業 ） 1,081,926 5.5国 庫 支 出 金 3,360,342 16.3

（ 補 助 事 業 ） 383,517 1.9

0.2 36,429

普通建設事業費 1,577,409 8.0 217,779

手 数 料 73,476 0.4 - -
内
　
　
訳

使 用 料 134,197 0.7 9,409 0.1

投 資 的 経 費

う ち 人 件 費分 担 金 ・ 負 担 金 123,123 0.6

8.1 244,507

- -

89,687 0.9

(小　　計） 11,177,069 54.2 9,887,980 99.7 0

-

繰 出 金 1,301,581

-

内訳

震 災 復 興 -

36,429

832,005

6.2

交通安全対策特 別交付金 4,589 - 4,589 -

-

前年度繰上充用金

1,605,448

10.9うち一組負担金

普 通 4,237,423 20.6

投資及び出資金・貸付金 1,053,824 5.3 248,368

14.3

4,237,423 42.7

1,709,356

1,230,5574,237,423 1,095,35742.7

6.6 1,063,065

2,196,621 1,403,463 13.9

0.3 17.0補 助 費 等

1,453,769 392,533 3.9維 持 補 修 費

自動車取得税交付金 179 - 179 -

物 件 費

(小　　計）

自動車環境性能 割交付金 10,547 0.1

7,919,305 40.1 4,911,226 4,820,352 47.8

55 -特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 - - - -

内
訳

株式等譲渡所得 割交付金 8,410 - 8,410

75,54876,522う ち 利 子

一時借入金利子 5 -

75,5480.4

1,434,165 1,373,686 1,373,686う ち 元 金

0.7ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 6,033 - 6,033 0.1

1,449,234

1,449,239 14.4

14.4

13.6地方消費税交付金 931,075 4.5 931,075 9.4

0.1

配 当 割 交 付 金 11,935 0.1 11,935 0.1 公 債 費

扶 助 費 3,922,720 19.9 1,171,119 1,112,561

1,510,692 7.6 1,449,239

11.0

1,346,000 6.8 1,195,877 1,195,877 11.9

利 子 割 交 付 金 1,368 - 1,368 -

地 方 譲 与 税 140,285 0.7 140,285 1.4 う ち 職 員 給

人 件 費 2,485,893 12.6 2,290,868 2,258,552

千円 ％ 千円 ％

22.4

千円 ％ 千円 千円

経常一般財源 一般財源等

(Ｋ) (Ｋ)

構成比

地 方 税 4,652,483 22.6 4,444,210 44.8

決  算  額
充　　　当
一般財源等

経常経費充当
経常収
支比率

％

区　　分 決  算  額 構成比
(Ｋ)の
構成比

区　　分

歳　　　　　　　　入 性　　質　　別　　歳　　出

7.2

地 方 交 付 税 5,318,239

元 利 償 還 金 1,510,687 7.6

法人事業税交付金

25.8

1,449,234

10,547 0.1

地 方 特 例 交 付 金 29,002 0.1

×100/75

67,513 0.3 67,513 0.7

29,002 2,305,0452,822,336

3,000,000円

1.4/100

12,927,275


